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Ⅰ
　観光経営理論では、地域としての観光地をどうとらえ、観
光地としての経営理論、戦略理論をどのように形成するかが
重要な位置を占める。本稿では、観光地の戦略理論も含め
た観光地の経営理論を対象にしているが、そのような観光地
経営理論は、コミュニティを基盤にしたコラボレーションとして
それを構築するのが、現在のところ、世界的に有力な方向と
思われる。
　ここで「コミュニティ基盤」とは、組織の基盤について、例
えば教会関係に立脚したものや、労働組合関係に立脚した
ものとは異なって、地域・コミュニティ関係に立脚したものとい
う意味である。
　まず、コラボレーション論という側面についてみると、その
研究は１９８０年代ごろから提起されてきた。１つのまとまった
定式的なものを提示したのは、１９８９年のグレ （ー）の
著（参照文献）である。ただし、これらはコラボレーション一般
を広く対象にしたコラボレーション一般理論というべきもので
あり、それらについては、すでに２つの別稿で概要を考察し
た（参照文献ηθ）。
　こうしたコラボレーション一般理論を観光分野に適用したと
ころの、一言でいえば観光地コラボレーションといいうるもの
が登場したのは、概ね１９９０年代になってからである。その
代表的なものは、１９９５年のジャマル（	）／ゲッツ
（）の論考であるが（参照文献）、その後、種 な々試み
が展開されてきている。
　一方、コミュニティを基盤にして観光を構築し推進するとい
う観光地コラボレーションの今１つの側面についてみると、こ
れが世界的に大きな動きとなったのは、１９９７年の「世界観光
リーダー会議」（	
				

	
）を１つの契機とする。同会議では、観光
に関する計画・実行・モニタリング・評価にあたり、コミュニティ
が参画するのを（	）支援することを、最優先順位
の任務として推進する旨の取り決めがなされている（３１）。
　こうしたコミュニティ基盤観光振興策が唱えられるにいたっ
た要因には、概ね３点ほどのことが考えられる。第１は、そ
れまで盛んであったマス・ツ リーズム的な嵐から観光地を守
ることが不可欠になってきたことである。こうしたマス・ツ リー
ズムの実際的運営者はいわゆる観光企業であって、観光地
は観光企業のプログラムに下属し、それに受動的に従う場合
が多かったが、少なくとも観光地は主体的立場を保持する必
要がある。持続的な観光の推進という観点からもこれは必須
なことである。観光地の主体性確保、これが第２点である。
第３は、これによって観光が真の意味で観光地に規定され
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統合された形で（	

）進展し、観光
地を活性化しうる（）ものとなるようにすることである
（β１４９１５０）。
　こうした動きは、一言でいえば、１９８０年代あたりから勃興
してきた、地域のことは地域のなかから始めるという内生的発
展理論（	


）の現われである
（α４７）。これは、さらに広くみると、１９７０年代初頭よりおこっ
てきた、旧来とは別の新しい考え方による発展（	

	
）を示すものである。この考えを提起しているの
はテルファー （	
	）であるが、かれによると、第２次世
界大戦後における経済活動の考え方は、先進国の場合、
１９５０年代～１９６０年代に盛んであった近代化（	

、例えばロストウのテイクオフ論）、１９７０年代中頃～１９８０
年代に盛んであったネオリベラリズム（	
）、１９７０
年代初頭よりの、これらに代わる別の新しい考え方に大別さ
れる。コミュニティ基盤はこの新しい発展の考え方の基本的
柱の１つをなすものと位置づけられる（α５８）。
　この点については、ただし他方において、こうしたコラボ
レーション体制の動きは、１９８０年代盛んであったサッチャ リー
ズムやレーガノミクスなどニュ ・ーライト政策の現れであり、観
光事業についてもそれまでの国家事業策をやめて、民営化
（	
		
）への転換を軸とするコーポ
ラティズムの具現形態であるとする主張もある（２１４３
１４４）。
　こうした背景において、観光地の振興をコミュニティ基盤コ
ラボレーションの形で進めようというのが観光地コラボレー
ション論の主張である。本稿は、それらのうち、観光地コラボ
レーション理論の骨格を形成するのに枢要な位置を占める諸
説を考察し、観光地コラボレーションの大要を明らかにするこ
とを課題とする。
　また、参照文献は末尾に一括して記載し、典拠個所は文
献記号により本文中で示した。
Ⅱ	
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　まず取り上げるのは、ジャマル／ゲッツの所論である。そ
れは、端的には、グレーのコラボレーション一般理論を前提と
して、それを観光分野に適用し、コミュニティ基盤コラボレー
ション（	
）として展開したもの
である。グレーの著とともに、観光地コラボレーションの理論
的根拠とされることが多いものである。
　ジャマル／ゲッツは、観光分野では事業が分散化（
）しているものが多いが、今やその協働・団結が必要
であるとし、観光分野のコラボレーション理論を原理的な形
で提示した。
　まず、コラボレーションそのものについて、グレーに従い、
一般的には「あるドメインの主要利害関係者たちによって当
該ドメインの将来について共同の意思決定（	

）をする過程」と規定されうるものとするが、コミュニ
ティ基盤コラボレーションでは、次のように補足するのが適当
であるとする。
　第１に、利害関係者について、単に主要利害関係者とす
るだけではなく、「ある組織間関係をもつコミュニティ・ツ リー
ズム・ドメインの、自律的な（）利害関係者」とし
て自律性を強調すべきものとする。
　第２に、コラボレーションの課題について、一般的規定で
は、単に「当該ドメインの将来」とだけしか規定されていない
ところを、計画に重点があることを明示するために、「当該ド
メインの計画に関する諸問題を解決すること、および（もしく
は）、当該ドメインの計画と発展に関連した諸事項をマネジメ
ントすること」を課題と規定し、コミュニティ基盤コラボレーショ
ンは、基本的にはこの２つの課題遂行のために共同の意思
決定が行われる過程であることを強調するものとした。
　さらにコラボレーションは、法令上の要因や社会的規範に
よって規制されることがあり、正当性（	
）が重要な
要素であるとしている。
　このうえにたって、ジャマル／ゲッツは、グレーの提示した
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行動・ステップ促進諸条件段階
・目的とドメインの決定
・当事者の確定
・利害関係者へのよびかけ
・解決すべき問題の規定
・相互依存性の知覚進展による
コラボレーション参加意欲の
向上
・力の差異の均衡化
・利害関係者関心事の表明
・主要利害関係者間でコラボ
レーション推進
・必要資源の確保
・相互依存性の認識
・参加が必要な利害関係者の
確認
・利害関係者間での正当性の
認知
・主宰者の正当性・能力の検証
・成果についての積極的な信
念
・アクセス力の共有
・権限の確定（外部的、内部
的）
・コラボレーション過程を可
能にする充分な資源
問
題
設
定
・情報の収集と共有
・共有価値の評価と相互依存性
知覚の増進
・いくつかの利害関係者にも力
を分与すること
・方向設定のためのルールと議
題の設定
・必要な場合サブグループの組
織化
・他の可能な方法の提示
・種々な選択肢の検討
・適当なる解決案の選択
・共通な考え方・計画・戦略に
ついてのコンセンサスの到達
・価値の一致
・利害関係者間における力の
分散
方
向
設
定
・共通の考え方・計画・戦略の
実行とモニタリングの方法・
手段の検討
・実行過程の制度化に適した構
造の選択
・目標と課業の割り当て
・実行過程をモニタリングし当
初決定との一致をはかること
・実行段階でも高い相互依存
性が維持されること
・外部者の権限の規定
・力の再配分
・環境関係への影響をはか
ること
実　
行
出所	
コラボレーションの３段階（詳しくは参照文献ηをみられたい）を可と
するが、図表１のように項目別に整理、修正し、補完したも
のを改めて提示している。ここには、コラボレーションの具体
的実施方法が示されている。
　そのうえにたって、さらに、コミュニティ基盤コラボレーショ
ンをこれら３段階を通じて進めるにあたって順守されるのが
望ましい６つの提言を行っている。ただし、これは、あくまで
も、動乱的環境のもとで、かつ、コミュニティに多くの組織が
あるにもかかわらず、それらが充分な組織間関係にあるので
はなく、充分組織されていないような地域において（創発的状
況（	
）といわれるもの。５６７）、観光関係の計画
を行う場合を前提にしたものであることを断っている
（１９６）。
　提言１コラボレーションにあっては、計画と運営において
相互依存性（	）の度合いが高いことを充分
知っておくべきこと。これは次の諸点を理解することによって
より明確なものとなる。第１にコミュニティのもつ資源・アメニ
ティは限りがあり、共有されているものであること。第２に観
光の発展には、コミュニティの経済活性化をもたらす面と、コ
ミュニティの自然的環境や社会的文化的環境に悪影響を及
ぼす面とがあること。第３に観光事業は各部門だけでは効
果的な活動をなしえないこと。
　提言２参加者はコラボレーションから個人的利益および
（もしくは）相互的利益が得られるものであることを充分に認識
しておくこと。相互的利益には、例えば、観光事業の効果的
効率的経営、自然的環境と社会的文化的環境の持続的発
展、関係者間の衝突の回避などがある。個人的利益には、
個別事業上の不確実性の低下、それに基づく個別資源の潜
在力発揮の向上などがある。つまり、コラボレーションでは、
参加の誘因が重要な位置を占めるということである。
　提言３コラボレーションでは、合意された事項が必ず実
行されること。このためには主要利害関係者がそれに参加し
ていること、決定を実行しうるに充分な資源があることなどが
必要である。最終的な決定権限がどこにあるかなどは、コラ
ボレーションの初期段階ではっきりさせておくことが望ましい。
　提言４コラボレーションには主要利害関係者が包含され
ていること。主要利害関係者には、資源配分について直接
的権限をもつ地域行政機関などの公的機関、観光事業者団
体・商工会議所・観光協会などの地域団体、住民組織、学校
や病院等のような機関、その他の利害関係グループがある。
この点は、観光事業の便益増進だけではなく、コスト効率化
の観点からも不可欠なことである。
　提言５特にコミュニティ基盤コラボレーションでは主宰者
（）をおくこと。主宰者は、コラボレーションの実質的
中心をなすもので、資格の正当性、専門能力（）、
それ相当な資源と権威をもつことが望ましい。実際には地域
行政機関の代表がこれにあたることが多い。
　提言６とりわけ観光を主たる対象とするコラボレーション
では、当該観光地の戦略的計画をもつこと。従って戦略ビ
ジョン、達成目標、戦略実行のための諸方策等が定められて
いること。各利害関係者にはこの戦略計画化のどの段階で
（あるいは、どの段階まで）参加してもらうかが１つの問題であ
る。すなわち、ビジョンや目標の設定だけではなく、実行にも
参加してもらうかという問題である。一般的にいえば、双方
に参加してもらうのが望ましいが、効率という点からの検討が
必要である。
　以上のようなコラボレーションの実行にあたって多くの難問
があるであろうことは、充分に考えられる。例えば、実際には
現場における力関係が大きな要因で、それによってコラボ
レーションの成否が分かれるであろうことなどである。ジャマ
ル／ゲッツは、それらは実証的研究で明らかにされる必要が
あるものと断っている（１９６）。かれらが行ったキャンモア
（）についての実証的研究によれば、相互依存性の
認識があれば、どのような形と規模で観光の発展・展開を行
うかについてコンセンサスを得ることは、言われるほど困難な
ものではない（１９５）。
　以上のような形でジャマル／ゲッツにより１つの具体的な
基本的方向が措定された観光地コラボレーション論は、その
後、理論的、実証的な研究が盛んに行われている。ここで
は次に、コミュニティ基盤観光理論の有力な形の１つである
「ツ リーズム・コミュニティ」（	
）論について、
２００４年マーフィ（	

）／マーフィ（	

）に
よって示された所論を考察しておきたい。これはツ リーズム・
コミュニティ論の１つの体系的な試みを示したものである（参
照文献）。
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　マーフィらの主張は、最初、１９８５年にマーフィの単独
の著“	


”として発表された。
それが２００４年マーフィ／マーフィの“	

	
	”として刊行されたが、その
際、ビジネス面により志向したもの（	
）とされ
る一方（５）、ツ リーズム・コミュニティを前面に押し出すもの
とされた。
　このことからもわかるように、マーフィ／マーフィのツーリズ
ム・コミュニティ論は、何よりも観光地の活動をビジネスとして
とらえ、ビジネスとしての成功を図ることに志向し、そのため
にはビジネスの理論、すなわち経営学・経営管理論の理論的
成果を全面的に採り入れることを強く主張するものである
（６７）。シンプソン（	
）の評言によれば、「コ
ミュニティ・ツ リーズム・マネジメントと通常ビジネスとのシナ
ジー効果」を意図したものである（２）。ただし、それはあく
 
	
 
までも観光地、一般的にはコミュニティを１つの事業体ととら
え、それに経営学の理論的成果を適用するものであって、
個 の々観光企業などを対象にしたものではない。
　そういう意味では、これは観光活動に対する「ビジネスと
コミュニティのアプローチ」（	
	
）をいうものであり（３）、「コミュニティとビジネスの結
合」（	
）を目的にしたものであ
る（３５）。しかもその際、ビジネスの中心は戦略におかれ
ており、その主張は、一言でいえば、「戦略的コミュニティ・
ツ リーズム・マネジメント」（	
	


）と称されるものである（１２３４５０）。
　このように今日においてコミュニティ観光活動分野に経営
学・マネジメント理論の適用を必要とする理由は、何よりも経
済そして観光のグローバル化の進展である。観光地はグロ
－バル化の波にさらされるものとなっているが、現在のところ、
観光地ではビジネス・事業の観点や能力が低いため、グロ－
バル化に対し有効に対処できず、不首尾な結果に終わって
いるものが多い。なかには、観光振興による便益やメリットが
ビジネス面での計慮もなしに、誇張に宣伝され、期待が過剰
になりすぎて、悪結果となっているものもある。
　何よりも問題であるのは、観光振興のメリット・デメリットが
必ずしも冷静に、全面的に検討されていないことである。観
光は多様な分野から成るものであり、その全面にわたる総合
的な運営と管理を必要とするから、そうした学問である経営
学・マネジメント論の諸理論に基づいて運営のなされることが
望まれるのである。これがマーフィ／マーフィの根本的な認
識であり、主張である。
　では、まず、コミュニティはどのようにとらえられるのか。コ
ミュニティは１つの地域、端的にはその住民をいうが、それ
は、その地域における住民の社会的諸機能（
	）、空間領域（	
）、外部による認知（
	

）の３者により規定されるものとする（１６）。
　社会的諸機能は、簡単にいえば、「共に活動すること」
（	

）をいうが（１６）、これによって１つの地
域住民として共通の利害が生まれるし、共通の責任感も生ま
れる。しかしコミュニティは基本的には何らかの空間的領域
を前提とし、そこで空間を競い合っている者たち（
	
）の集合体である（１７）。そして１つの
コミュニティは、原則として他のコミュニティ等との関連のなか
で生存が可能であるため、無意識なものにしろ、外部的認知
を必要とする。
　１つのコミュニティの住民のなかには、いうまでもなく、多
様な層や小集団がある。例えば、地域別に多様であるし、
世代別にもそうであるし、職業別でもそうである。そうしたコ
ミュニティを観光活動の側面からとらえたものが「ツ リーズム・
コミュニティ」であるが（４０５）、前述のところからも容易に推
測されうるように、それは「コミュニティ・ツ リーズム」と基本的
には同義のものである（２９）。
　ツーリズム・コミュニティのもう一方の柱であるツーリズム
は、どのようにとらえられるのか。何よりもまず、ツ リーズムは
あくまでもコミュニティの１つの経済的活動である
（６４０５）。ただし、コミュニティが提供するツーリズム商品
は、戦略的ツ リーズム・マネジメントの観点からは、ツ リーズム
産業とパ トーナーの形（	
）をしたものであることが
必要とされている。その場合もちろん社会経済的視点と環境
維持的視点が必須なものとされるが、ツ リーズム・コミュニティ
は、ツ リーズム産業と相互に利益となるパ トーナーシップの形
をもち、バランスあるツ リーズムの発展に志向したものである
というのである（７）。
　ツ リーズム産業について、実は、マーフィは１９８５年に
「コミュニティを資源として使用し、それを製品として売り、す
べての者の生活に影響を与える産業」という有名な定義を
行っている（	
２６）。この定義は、２００４年のマーフィ／
マーフィの著では、そのままでは引き継がれず、ツ リーズム・
コミュニティはこうしたコミュニティ概念よりも意義が大きいもの
とされているが、しかし２００４年の書においても、マーフィ／
マーフィの主張せんとするところが、観光地としてのコミュニ
ティはグローバル化などにより、単なる共同生活の場というよ
うなものではなくなり、他の観光地と競争をよぎなくされている
ものであり、生き残りのためには、今や、観光客を誘引しうる
商品提供に努めねばならないものとなっているということには
変わりはない（２６）。
　かくて総括的にいえば、ツ リーズム・コミュニティは、当該コ
ミュニティ、観光産業、観光客の３者を根本的構成要素とす
るものであり、環境的観点、社会的観点、経済的観点、ビジ
ネス的観点を４大柱とする存在として規定される。そして、
ツ リーズム・コミュニティの実際の姿、端的にはその受け容れ
能力（	
）は、グラソン（	
）らに従っ
て（参照文献	

１６６）、基本的には次の６者によりきまる
ものとされている。
　コミュニティの受忍度（	
）
　観光客満足（	
	）
　エコロジ ・ーシステム（	


）
　物的構成物（	
）
　経済的構造（	

）
　政治的行政的諸要因（	
）
　こうしたツ リーズム・コミュニティの主張に対して、例えば、
それはこれまでのツーリズム発展論と変わらないではないか
という批判がある（	
２９）。これに対してマーフィ／
マーフィは、ツ リーズム・コミュニティ論は、一方では、コミュニ
ティ住民を含め、すべてのコミュニティ関係者の利害を統合
するものであるとともに、他方では、コストと便益とバランスを
はじめ、環境問題を含めてバランスのある発展に志向したも
のであることを、改めて強調している（２９）。
 	


　以上のうえにたって、マーフィ／マーフィはツーリズム・コ
ミュニティの運営理論としてマネジメント論を展開するが、こ
こでマネジメント理論とされているものは、計画（）
組織（）指揮（）コントロール（
）のいわゆるマネジメント・サイクルに代表されるものであ
り、オーソドックスなマネジメント理論であって、それがツ リー
ズムに適用されるのである。
　この場合、戦略では、ミンツバーグ（	
）に従
い、意図的な熟考的な戦略（	）と、応急的な創発的
な戦略（）との区別が肝要であるとし、また、そのプ
ロセスは戦略策定（	
）戦略実行（	

）→評価とコントロール（	

	
	）の３段階
に分かれるものとしているが、コミュニティ基盤戦略的経営の
原理としては、例えば、オーストラリア・エーア半島ツ リーズム
協会の有名な戦略プロセス・プラン（図表２）が好例的なもの
になるとしている。これは、コラボレーションの条件を示すも
のである。
　さらに、当事者間の諸関係については、シャーマーホ ンー
（	

）らの説に従い（参 照 文 献	

６６）、５つのケースがあるとするが（図表３）、コンフリクトに
ついては具体的実物にかかわるもの（例えば組織やコラボ
レーションの目的や目標についてのコンフリクトなど）と、人格
の衝突といわれる感情的なもの（例えば好き嫌いなど）とを
区別すべきものとしている。この図ではコラボレーションの位
置づけも注目される。
　以上のようなマーフィ／マーフィのツ リーズム・コミュニティ
論では、当該コミュニティ（住民）、観光産業、観光客が３大
構成要素をなし、これに政府を加えた４者が、ツ リーズム・コ
ミュニティの４大利害関係者としてかなり詳細に分析されて
いる。そのうえにたってツ リーズム・コミュニティの新しいパラ
ダイムの１つとしてコラボレーション（	
　
	
）の問題が提起されている。次に、この点を考察
する。
	

　マーフィ／マーフィによれば、戦略的コミュニティ・ツ リーズ
ム・マネジメントは、本来、利害関係者の協力関係から生まれ
るものであり、基本的には協力・協働（コラボレーション）を前
提とする（３４０）。それどころか、かれらの結論的主張によ
れば、コラボレーションは、図表３で示されているように、個
人的利己的主張と相互協調性とを高いところで統合すること
によって成立するものであって、関係者全員の利益を図りつ
つ協働事業の発展を実現するものである。
　特に観光分野では、コラボレーションにおいて例えばアイ
デアが多様な人々の合議により生み出されることが可能にな
り、効果が大きいとして、コラボレーションは高く称揚されるも
のであるとされている。さらに、コラボレーションを扱った章
の最後では、コラボレーションは意思決定の正当な方法とし
てますます多くの者から有効性が認められており、ツーリズ
ム・コミュニティはコラボレーションの形でなされるとき、維持さ
れ発展できるものであると位置づけされている（３６１３７０）。
　ただし、以上はあくまでもマーフィ／マーフィの考えるコラ
ボレーションの本来の姿であって、現実には必ずしもそうで
はないとマーフィ／マーフィは認めている。例えば、かれら
は、コラボレーションを扱った章の冒頭において、コラボレー
ション、正確にはコラボレーション的意思決定（	

	
）は、多くの利点をもつものではあるが、しか
し、現状ではすべての場合に有用なものではないと述べ
（３４０）、例えばツ リーズム・コミュニティの場合、コラボレー
ションは実際には、その発展方向や資源の使用方法につい
て、当該コミュニティで長期にわたり意見不一致があるような
場合にのみ必要とされるものという位置づけをしている
 
	
 
	

多数利害関係者を代表する構造の形成
効果的なコミュニケーション・ネットワークの形成
高い透明性の創出
製品開発の重要視
資金ベースの形成と維持
事業就業者訓練の確保
宣伝と販売促進
出所
	
	
コラボレーション
および問題解決
円満対応もしくは
順応　　　　　　
競争もしくは
権威的支配
避　難
妥　協
高　
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調
性
（
他
者
主
張
の
容
認
度
）
弱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　強
攻撃性（自己主張の強さ）
注：　コラボレーションおよび問題解決: 各人の主張の違いを協
議により解決し、すべての者の真の満足を追求するもの。す
べての者が利益を得るような問題解決策を見出すこと。
　　　妥協: すべての者が部分的に満足しうる案を追求するも
の。適当な案ではなくて、各人が受け入れられる策を求める
こと。従って全体としては損したものも得をした者もない
ような状態。
　　　競争もしくは権威的命令: 他人の希望に反して自己の主張
を通すもの。競争で勝利し、その権威を通じて有利に事を運
ぶこと。
　　　円満対応もしくは順応: とにかく他人の主張を入れるも
の。表面的にしろ調和を図るため、違いを円満に収めること。
　　　避難:当該事柄に関与せず、控えめな態度をとるもの。
　出所:n,p.66.
（３４０）。
　このように実際のコラボレーションは、コンフリクト対応のも
のであったり、危機的局面でのみ必要とされているものであ
るが、本来のコラボレーションは前述のようにそのようなもので
はない。こうした実際のコラボレーションを、本来のコラボ
レーションに発展・転化させることが必要であるというのが、
マーフィ／マーフィの主張の眼目であり、それをかれらは現
在求められているパラダイムの転換と表現している。この発
展・転化の過程ないし方策についての考察が、かれらのコラ
ボレーション論の主たる内容をなす。
　このパラダイム転換を実現するためには、現在のツーリズ
ム・コミュニティについてマネジメント論からみた場合の特徴
や、コラボレーション体制への転換の芽となるものを明らかに
したり、生み出したりする必要がある。マネジメントの４段階
（計画組織指揮（リー ダーシップ）→コントロール）では、
それはどのように考えられうるのか。
　まず、マネジメントの第１段階、計画の段階ではコンフリク
トの認識が出発点になる。コンフリクトには図表４のような消
極的側面と積極的側面とがあり、コンフリクトにもパラダイム転
換の契機となるものがある（３４３）。
　ところが、こうしたコンフリクトの解決のためにとられてきた
旧来の方法は、あまり有効なものではなかった。例えば地域
協働体等では地域行政機関が有能性を発揮することが少な
かった。それは結局、旧来のコンフクリクト処理法には次のよ
うな問題点があり、それを克服できなかったからである
（３４４３４５）。
　多数派の専制による処理法：とにかく多数の賛成を得
ればいいという安易な考えがとられ、真に必要な方策が
排除されたりしてきた。
　長期的コミットメント感の欠如：行政機関の長の任期が
短期間であることなどにより、長期的な方策がとられない
ことが多かった。
　投票による決着の不充分性投票ではある事案につ
いての一面的な決定が行われ、全体的観点の欠如がお
きる恐れがある。
　複雑性の回避技術的複雑性などが回避されるため
に、例えばツ リーズム振興策についていえば、その全体
的複雑性が充分に評価されないことがある。
　損得についてあらかじめ決めてしまうこと一時の損
得勘定でその事案全部を決めてしまうことがよくあり、事
柄の進展により損得勘定も変わりうることが看過されるこ
とがある。
　これを転換させる方策としては、例えば、行政機関等への
参加の方策がある。こうした参加論は１９７０年代世界的に盛
んであったが（参照文献δ）、マーフィ／マーフィが引き合いに
出しているア ンーステイン（	
）のまとめによると（参
照文献	

３４７３４９）、次の８段階がある。
　一般的行政対象レベルに留まるもの――参加性なし。
　個別的な対応がなされるレベル――ごく低度の参加。
　情報が提供されるレベル――低度の参加。
　調査等により意見が聞かれるレベル――マイナーな参
加。
　諮問委員会等への参加などを認めるレベル――中度
な参加。
　パ トーナーシップ・レベル――高度な参加。
　意思決定機関への参加――超高度な参加。
　市民コントロール――トップレベルの参加。
　ここにおいてマーフィ／マーフィは、観光地ツ リーズム・マ
ネジメントの立場からは、それほど高度な参加は必要がない
という見解をとっている（３４９３５０）。というのは、第１に、
選挙などの形で責任を問われることのない市民団体のような
場合には、コミュニティの長期的な財務的均衡について責任
ある行動がとれないからである。第２に、必要な資源を有さ
ないものが資源的基盤もなしに特定の方策を強要することは
望ましいことではないからである。そこで、前記の参加レベ
ルでいうと、最高段階の市民団体コントロールは到底考え
られないものであり、多くの場合のパ トーナーシップ・レベル
が望ましいものとなる（３５０）。
　第２の組織の段階では、ドットソン（	
	）らに依
拠して（参照文献	

３５３３５５）、コンフリクトにはその強
度により、次の３者があることを考慮して、適正に対処するこ
とが肝要としている。
　問題発生局面のもの例えば、関係ある利害関係者
間でインフォー マルな協議が行われてすむような段階の
もの。
　紛争局面のもの例えば、関係ある利害関係者間で
フォー マルな協議を必要とするような段階のもの。
　行き詰まり局面のもの例えば、裁判で争うような段階
のもの。
　第３の指揮（リー ダーシップ）の段階では、コンフリクト対
応という点からいうと、まず、分割的な（	
）方法と、
 	


	

積極的側面消極的側面
・よりよいアイデアが生まれる
こと
・長年の懸案問題がはっきりし
たり、解決されたりすること
・個人個人の考えがはっきりす
ること
・利害心を刺激し創造性を高め
ること
・新しいアプローチの探究が行
われること
・関係者のなかには敗北感を
もったり、貶斥された感情を
もつ者がでること。
・関係者の間で隔たりや敵対感
が生まれること
・不信感が広まること
・関係者は自分の利害だけを考
えるようになること
・チームワーク性が低下し、反
発心が高まること
・従業員や顧客で移動率が高ま
ること
出所
統合的な（	）方法とがある。関係者間の信頼感が
弱いような場合は分割的方法が、関係者間の信頼感が強い
ような場合は統合的方法が望ましい。
　この場合には、特に観光地ツ リーズム・マネジメントでは、
リー ダーシップにおいて、フィッシャ （ー	
）らの提示し
た次の４原則に従うこと（	
：参照文献	
	
３５８３６０）が有用である。
　人間と問題とを切り離すこと観光分野では問題と
なっている事項に直接関係がない過去のことや個人的
事項などに言及されたりすることが多いから、これは有
効な原則となることが多い。
　利害（）に焦点をおき、地位（）は棚上
げすること地位が前面にたつと地位同士の争いとなる
から、問題についての関心あるいは利害で論じることで
ある。
③　相互の利益となる解決案を見つけるようにすることも
ともとコラボレーションでは必要な解決案を見つけ出すと
ころに真骨頂があるものであり、それを目指すことであ
る。
④　その場合客観的基準（	
）の貫徹をめ
ざすこと客観的基準は情報交換と専門的知識から生
まれる。それを基準とすることである。
　第４のコントロールの段階では、コミュニティ外部からの資
金導入の観点からも、モニタリングとコントロールが重要性を
もつ。
　ツ リーズム・コミュニティ論では、こうしたコラボレーションの
場は何よりもコミュニティとされるのであるが、このような観光
地コラボレーションの流れのうえにたって、それをさらに発展
させた新しい試みとして、主としてヨーロッパで１９９０年代に
おきてきたものに統合的ツ リーズム（	
）の動
きがある。次にそれを考察する。
Ⅳ	
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　ツ リーズムにおける統合性の主張そのものは、すでに１９９７
年の「ツーリズムと環境に関するアジア・太平洋閣僚会議」
で、持続可能な発展の観点から取り上げられたものである
（３２）。
　統合的ツーリズムについて１つのまとまった所論を提示し
たものに、まず、１９９９年のバトラ （ー	

）の試みがあ
る（参照文献）。バトラーはそれをツーリズムの計画と発展に
おける統合性と規定している。統合性をもって「ツーリズム
を１つの地域に導入するに際し、その地域に存在する他の
諸要素とミックスした形で行うプロセス」と定義し、調和性
（）、受容性（	
）、効率性（）を
３原則として提示している。調和性はツ リーズム導入が他の
要素と調和して行われ、コンフリクトが生じないようにするこ
と、受容性はツ リーズム導入が地元住民に受け容れられる形
でなされること、効率性はこうした統合性のためにツ リーズム
運営の効率性が高まることをいう。
　以上は、統合性の一般原理といっていいものであるが、こ
こでバトラーがいう統合性には２つの命題が含まれている。
第１の命題は、観光がその地域の他の要素と調和的統合的
に進展させられるべきことである。第２の命題は、その際そ
もそも観光は当該地域全体の関与・参画のもとに推進させら
れるべきものであるということである。バトラーの所論では、
この両者が一体のものとしてとらえられている。
　結論を先に示せば、バトラーの主張は次のようにまとめられ
る。観光について現時点で最も重要な観点は、グローバル
化の進展と持続的発展であり、両者の調和的統合的実現が
必須の要請である。そのためには、それぞれの地域で調和
的統合的発展が志向されなくてはならない。ただし、グロー
バル化については、これに対応できないようなことがあって
も、それは不運としてすまされることができるものであろうが、
しかし、地域の事情や特色と合致していない（統合されてい
ない）形で観光の発展を図ることは、当該地域に破滅をもたら
すものとなるかもしれない。地域住民の観光への関与につい
ていえば、住民の関与があるからといって観光事業が必ず
成功するという保証はないが、しかし反対に、住民の関与が
ない場合には必ずや観光事業は不成功に終わるであろう。
　まず、地域において観光は他の要素と調和的統合的に進
展が図られるべきものであるという命題（第１命題）であるが、
このことは現実にはほとんど進んでいない。その理由にはバ
トラーによると、大別して２点がある。政治上の要因と、実際
運営上の要因とである。前者の政治上の要因には次の５点
がある（６９７０）。
　第１は、優先性（）の問題である。観光地にはい
うまでもなく、観光以外に多くの分野があるが、それらのどれ
を優先させるべきかについて政治的決着が必要になる。特
に新しい観光事業を推進する場合には旧来からの分野との
競合という問題がおきることが多い。
　第２は、コントロールの問題である。優先性が決着したと
しても、資源の実際の使用をめぐって争いがおきることが少
なくない。特に観光事業が外部の大規模デベロッパー等によ
り推進される場合には、資源のコントロールをめぐって政治的
問題がおきることが多い。
　第３は、規模（）の問題である。観光事業が小規模
の場合には地域への統合は比較的容易であるが、大規模の
場合には必ずしもそうではない。観光事業には家族経営の
小規模のものから大規模のものまであり、規模が政治的問題
となることがある。
　第４は、観光の発展段階またはタイミングの問題である。
これは、バトラ らー観光地ライフサイクル論者の特に言及する
 
	
 
ことが多い問題であるが、当該観光地が観光地ライフサイク
ル上どの段階にあるかが大きなポイントになるというものであ
る（観光地ライフサイクルについて詳しくは参照文献εをみられたい）。
初期の開発的段階にあるのか、成長的段階にあるのか、あ
るいは成熟もしくは停滞の段階にあるのかによって、観光のも
つ意義は大きく変わる。
　第５は、住民の観光についての見解が調和的状態にある
のか、あるいはコンフリクト的状態にあるのかという問題であ
る。観光問題についてコンフリクト的状態にあるような場合に
は、たとえ究極的決着は難しいとしても、とにかく何らかの政
治的決着が必要になる。
　第１命題の今１つの実際運営上の要因は、統合的ツ リー
ズムを推進するにあたり実際上おきる問題である。次の３点
が指摘されている。
　第１は、運営上の形には多様なものがあるから、多様なま
ま推進するのか、どれかに絞って推進するのかという問題で
ある。いずれにしろ、調和的推進が肝要である。
　第２は、ダイナミック性と統合性の両立の問題である。観
光発展のダイナミック性が強く、発展の速度が速いほど、非
調和的になって、統合が困難になることが多い。ただし、バ
トラーは、統合性がダイナミックさや弾力性を阻害するようなこ
とがあってはならない旨を強調している。
　第３は、便益と費用との調和の問題である。ここでバト
ラーが特に強調するのは、便益が一部の者に集まることのな
いようにすること、費用負担との照応性が損なわれないように
することである。特に大規模業者がいるような場合、便益が
それらの者に集まり、費用負担との調和が崩れないことが肝
要とされる。
　以上のような問題がおきるのは、バトラーによれば、そもそ
も観光の導入・振興が地元住民の意向にそって統合的になさ
れないところに根本的原因がある。すなわち、統合性の第２
命題にかかわる問題である。これは、地域・コミュニティの問
題が、地域・コミュニティ自体の関与・参画のもとに行われるこ
とをいうものであるが、実際にはそうとはなっていず、外部、
例えば中央政府からの指示や指令で行われることが多い。
この点についていえば、中央政府の政策への参加・統合が
問題となる。この点について、バトラーは５つのレベルがあ
るとしている（７２７４）。
　押し付け（）当該コミュニティの同意や参
加なしにコミュニティ外部、例えば中央政府からある措
置が押し付けられることをいう。
　請願（）コミュニティの希望から始まるが、実
行等は外部、例えば中央政府によって行われる場合で、
その意味では、少なくとも実行は一方的になされるもの
である。
　進言（）：コミュニティの意見や希望が聴取さ
れるもので、その意味では地元の意見は反映されるが、
しかし最終決定は外部、例えば中央政府でなされるも
のである。
　代表（	
）当該事業に関係ある委員会
等にコミュニティ代表者が参加するもので、その度合い
が高ければ高いほどコミュニティの意見や希望は反映さ
れる。
　対等（	）コミュニティが対等な資格で事業の
計画・実行に参画するものである。
　これらの場合、バトラーによると、観光分野では対等な参加
などは行われたことがほとんどない。そのため、観光につい
ては望ましい統合的推進が行われたことはほとんどない。そ
れには次のような問題があるからであるとしているが、これら
の諸点は、現時点における統合性にかかわるバトラーの結論
的見解といっていいものである（７５７７）。
　対等性の欠如：コミュニティが中央政府や巨大デベ
ロッパ とー実質的対等性を持たない場合には、外部者の
決めた計画に順応することをよぎなくされ、地域への押
し付けとなる。
　長期的視野の欠如　地域行政機関長等が任期付き
で選出されることもあって、長期的視野が保持されない
ことが多い。一般にも“関心のサイクル的変化”（
	
	）というものがある。当初は関心が高かっ
たものも、時がたつと関心が低くなることをいう。
　観光についての正しい見解・知識の欠如観光はそ
の意義や機能が正確に理解されず、その時 の々状況に
より過大に評価されたり、過小に評価されることがけっこ
うある。現在では、何よりもグローバル化のもとにあり、
それぞれの地域の事情は考慮されないで動くものとなっ
ていることが銘記されねばならない。
　メカニズムの欠如：観光以外の業界では、何らかの形
で業界全体のコントロールなどを行う機構があるものが
多いが、観光ではそれがない場合や、あっても力の弱
い場合が多い。特に地域の場合にはそうであることが
多い。観光でも統合性の観点からそうした機構が必要
である。
　データや知識の欠如：観光や関連分野についての現
状把握など正しい知識が必須であるが、それが不充分
である。その大きな理由の１つはデータが不充分であ
ることである。しかしグローバル化の観点からもその必
要性は高まっている。
	
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　ここで取り上げる統合的ルーラル・ツーリズム論（
	
	）は、以上のようなバトラーの統合的ツ リー
ズム論よりも限定的なものである。これは、当時ＥＵで農業
政策の変更があり、農業がグローバル化、グローバル競争に
さらされるものとなったことを直接的な契機として主張される
 	

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ようになったもので、農村の地域発展策として観光振興を図
ることを目的とするものであった。
　こうした意味の統合的ルーラル・ツ リーズムとは何をいうか
について、論者の見解は必ずしも同一ではない。例えばサ
クセナ（	）／イルベリー （	
）によると、それは
「当該地域の経済的、社会的、文化的、自然的および人的な
資源を、地域として共同して維持し促進することを目的に、
主として地域各セクターを明示的に結びつける社会的ネット
ワークにより支えられるツ リーズムである」と定義されるもので
ある（２３４）。この定義では、各セクターのネットワーク的結
合が強調され、そこに“統合”の意味が求められている。
　これに対して、コーレー（	
）／ギルモア（
）では、統合的ルーラル・ツ リーズムの特色として、
セクター間の連携とともにコラボレーションが指摘され、その
主たるメルクマールとして次の７点が挙げられている
（３１９）。それらは、統合的ルーラル・ツ リーズムの条件や基
準を規定したものといっていい。
　多元的な持続可能性（	
	

	）
の増進という精神があること。
　当該地域住民の活性化（	）を図るもので
あること。
　資源の所有・使用がその地域に内在化したもの（
	）であること。
　観光は他の経済部門や経済活動に対して補完的なもの
であること。
　発展の規模が適度であること。
　利害関係者のネットワーク化を進めるものであること。
　観光は地域システムに埋め込まれたもの（
	
）であること。
　ここでは、統合的ルーラル・ツ リーズムがあくまでも地域の
一環のものであることに重点がおかれており、その範囲内で
の補完的なものであることが強調されている。こうしたルーラ
ル・ツ リーズムは小規模で分散的なため、顧客誘致の促進費
用などが割高となることもあり、協働して事にあたるコラボ
レーション努力が大きな意味をもつ。ただし、他方において、
コ レーー／ギルモアは、外部からの観光客誘致のためには内
部的要因からの適度な埋め込み離れ（	）が必
要という視点も付け加えている。
　この両者、すなわち、内部をしっかり固めることと、外部関
係を発展させることとは車の両輪であって、どちらか一方の
みでは事は成就しない。両者の統合の観点は、ネットワーク
を重視する前記サクセナ／イルベリー ではさらに鮮明に打ち
出されている。
　サクセナ／イルベリー は、統合的ルーラル・ツ リーズムの３
大決定的要素として「地域への埋め込み」「資源の地域内在
性」「地域の活性化」を挙げているが、その際、「地域への埋
め込み」と「資源の地域内在性」については、これを絶対視
するのではなく、「埋め込み」は「埋め込み離れ」との、「内在
化」は「外在化、すなわち外部への開放（	）」との
統合的進展が望ましいと主張している（２３８）。
　その際、サクセナ／イルベリー は、こうしたルーラル・ツ リー
ズムで中心になるネットワークのあり方に関して、自立的経営
の困難なことが多いから、外部からの仲介的援助を必要とす
ることが多いであろうと書いているが（２３７）、しかし、サク
セナ／イルベリー も根本は、住民の活性化促進にあり、ネット
ワーク問題ではあくまでもネットワーク優位（	


）の問題としてとらえ、それによって地域のもつ知識や情
報の拡大・充実が可能になって、経営改善能力が向上し、
もってそれがコミュニティ全体の発展をもたらすという立場を
とっている。住民活性化によりコミュニティ全体の発展が可能
になるという見地である。
　それ故、要するに、統合的ルーラル・ツ リーズムで強く主張
されるのは、結局、内部的な統合性の重視であって、外部的
進展の増進ではない。この点は、例えばグラノヴェッターや
ソーシャル・キャピタル論で提起されている、コラボレーション
の外部的橋渡し機能と内部的結束強化機能において（詳しく
は参照文献ζ）、内部的結束強化機能がより重要なものとして強
調されるところにはっきり現われている。そこで、ネットワーク
のオープン性かクローズド性かの問題でも、クローズド性が
優先させるべきものという見解となっている。
　ただしその場合、ネットワークが強い統合的な性格をもつ
か、緩い性格のものかについては、一般的には、後者の緩い
ソフトなものが可とされている。というのは、そもそもルーラ
ル・ツ リーズムは、独立的事業体の集まりであるから、統合に
しても緩い性格のものでないと有効なものとはならない場合
が多いからである。
　しかし、このことは他面において、統合的ルーラル・ツ リー
ズムの弱点となって現れることがある。例えば、サクセナ／イ
ルベリー が行ったイギリス・ウェールズ地方の実証的研究によ
ると、そこではセクターや関係者同士の結び付きがうまくゆか
ず、地域住民は、地域としての必要な統合的思考をもつより
も、個人利害を優先させるものに終わっていた（２４９）。統
合が緩やか過ぎる失敗例であるし、地域的統合の難しさを
改めて浮き彫りにするものであった。
　以上のような統合的ルーラル・ツーリズムを含め、コラボ
レーションでは、活動・存続のためにどのような条件が必要で
あろうか。この点は、コラボレーション一般を対象にして、
１９９８年スパイリアディス（	
）により９点の条件が
提示されているが（参照文献詳しくは参照文献θ）、ここでは観光
地コラボレーションを対象にしたファイオール（）／
ギャロッド（	）の所論を紹介しておきたい（参照文献
）。観光地コラボレーションとしてはこの方がより適当なもの
である。
 
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　コラボレーションの成功の要件として、ファイオール／ギャ
ロッドは次の諸条件を挙げている（１８９）
　主要な利害関係者が参加していること。
　参加者間に良好な人間関係があり、信頼感があるこ
と。
　参加者全員を包括したマネジメントスタイルと組織文
化があること。
　参加者たちにドメイン親近性と目標整合性があること。
　参加組織の間にもともと関係の継続性があり、その性
質等が知られていること。
　取り決めの条件等が効果的で障害がないこと。
　持ち分について合意があること。
　マネジメント上の資源と力でバランスがあること。
　プロジェクトが良く計画されたもので、参加者が慎重
に選ばれ、構造にバランスがあって、コストにくらべて高
い便益の可能性があること。
　強い決定的なリー ダーシップがあること。
　行政機関等からしっかりとした支援があること。
　焦点が明確なこと。
　政策実行の透明性が高いこと。
　スパイリアディスのコラボレーション一般対象のものは、そ
もそもパ トーナーの選択ができるという前提にたつもので、コ
ラボレーションの形成・運営に比較的重点がある。これに対
して、ファイオール／ギャロッドのものはその前提が弱く、そも
そも利害関係者をいかに集合させるかという問題等に重点が
あり、地域コラボレーションの特色をうかがい知ることができ
る。少なくともコラボレーション一般と地域基盤コラボレーショ
ンとの違いが読み取れる。
　こうした地域基盤観光地コラボレーションの特徴は、地方
的な観光政策策定コラボレーション（	
	
	
）について留意すべき諸点として、１９９９年
ブラムウェル（	
）／シャーマン（	
）に
より提示されたものをみると（図表５３９５４０１）、さらに鮮明
になる。ここでは、かなり細かいことまで配慮すべきことが求
められており、地域基盤観光地コラボレーションの特色を良く
知ることができる。
	

　［］コラボレーションの範囲（）に関して。
　すべての利害関係者が参加するものとして、その範囲。
　コラボレーション参加に積極的利益があると思う利害関係者
が参加するものとして、その範囲。
　コラボレーション決定事項の実行過程を援助する者たち、お
よび実行過程に責任を負う者たちが参加するかどうかの取り決
め。
　ある利害関係者集団の代表者たちが当該集団を完全に代
表しているといえる場合、その範囲。
　利害関係者のうち一定数だけが参加する場合、その数。
　意図されているコラボレーションの全般的範囲について最初
に参加者で取り決める場合、その範囲。
［］コラボレーションの強度（）に関して。
　コラボレーションにより質的に異なった結果が生まれるかもし
れない場合や、利害関係者たちが自分の態度を修正しなけれ
ばならないような場合、その程度。
　直接関係ある利害関係者に参画が求められる場合、その仕
方。
　コラボレーションの活動について利害関係者が受け取る情
報の範囲と、相談をうける範囲。
　参加方法は単に情報伝達だけか、利害関係者同士の直接
的協働も含むものかどうか。
　参加者同士の対話がオープンなもの、誠実なもの、許容さ
れうるものであり、丁寧な話し合いのものであり、信頼できるも
のである場合、その程度。
　参加者間で主張の仕方が異なっていることを理解し重んじ
合い学び合う程度。
　参加者間で利害が異なることを知っている仕方や、意味・価
値・態度に違いがあることを理解し重んじ学び合う程度。
　当該コラボレーション取り決めの実行支援者がコラボレー
ション意思決定に関与する程度。
［］得られるコンセンサスの程度（）に関して。
　コンセンサスを達成しようと努力している参加者には、それ
に同意しない者や、必ずしも肯定的ではない者をも受け容れる
用意があるかどうか。
　利害関係者間で、当該問題、政策、政策目的、政策結果が
評価され見直しされる仕方についてコンセンサスがあるとし
て、その範囲。
　コンセンサスと所有物のいかんにより利害関係者間で不平
等があったり、不平等がおきるような場合、その範囲。
　実行可能であるにもかかわらずシステム上制約がある場合、
利害関係者たちがそれを受け容れる範囲。
　生まれる政策の実行について利害関係者たちは歓迎的かど
うか。
　　出所３９５４０１
　以上のようなコラボレーションにおいて、運営が成功裏に
行われ、それが有効性をもちうるためには、どのような条件が
必要であろうか。この点については、パルマー（	
）
の研究が注目される。次に、この点について考察する。
Ⅵ	
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　もともとパルマーは、観光事業は多くの経営体の複雑な相
互依存関係のなかで遂行されるものであるから、関係者たち
の協同的な運営、端的には協同的マーケティング（	
	


		
）をとることが望
ましいという認識にたち、米英両国の類似な公私協同的ツ－
リズム協働体を比較研究し、１９９５年、米国では一般に協働
関係は緩やかな形になっているが、英国では協働関係はより
タイトでフォーマル性が強いという結論を発表している（参照
文献）。これが、以下でみるようにパルマーの所論の１つの
主要導線となっている。
　こうした研究のうえにたってその後、パルマーの所論は、
 	


１９９８年に「観光地マーケティング・コラボレーション（協会）
体 制」（	
				


）と規定されるものを対象に展開されたが（参照文献）、
２００２年には対象を広げ、一般的に「協同マーケティング（協
会）体制」（	
			）とよばれるもの
を対象とするよう、一般理論化されたものとして提起された
（参照文献）。しかしこれは、１９９８年論考と使用されたデータ
が同じで、２００２年論考も実質的な中心は観光地コラボレー
ションにあると解されるものである。
　まず、ここで対象とされている「協同マーケティング（協
会）体制」とは、ごく一般的に「独立事業者たちにおいて共同
で（）それをした方が優位となることを認識した者たち
の集団」をいい、何よりも集合の程度が緩いものである。で
は、こうした緩い集合形態における事業者間の関係はどのよ
うなものか。
　そうした関係として論究すべきものには、パルマーによる
と、集団へのコミットメントの度合い（）、参加者
の類縁性のいかん（	

）、相互関係
のガバナンスの仕方（	

）、互酬性
とリレーションシップ交換（	



）がある。そしてそれぞれについて、次のような仮説
があり、そして、それがパルマーの実証的研究によって立証
されたかどうかは、以下のようになっている。
　ただし、この場合、判断の基準となっているものは、パル
マーのいう知覚された有効性（	
）で、
それは当該協同（協会）体制（）の有効性につい
て個々の参加者がもつ知覚をいう。例えば、当該観光地の
評判の変化などについて各参加者がもつ知覚、主観的評価
である。
　また、仮説の実際的妥当性をテストした実証的研究は、
１９９５年にイギリス中部の総計６７１の民間主体の地方的ツー
リズム・マーケティング協会（	
	

）から選ばれた１３協会について、そのメンバ １ー７２名
を対象にしたもので、かれらはほとんどがホテル、ゲストハウ
ス、アトラクション施設の経営者たちであった。公的機関主
体の組織は除かれている。
　仮説１（コミットメントについて）「協同マーケティング（協
会）体制に対し参加者がコミットする度合いは、知覚
された有効性が大きいほど、高い」。
　この場合、コミットメントは事態の進展とともに深化するもの
であることが注意されるべきである。まず最初は１回だけの
ものであるが、それが繰り返されると、やや深い程度のコミッ
トメントとなり、それがさらに進むと忠誠心的なもの（	
）となる。この仮説は、コミットメントの発展・深化
により協働（コラボレーション）の有効性が高まることをいうも
のであり、実証的研究で立証されている。コラボレーション
の発展には参加者コミットメントの深化が必要であり、参加者
の結束強化（	
）が必要であることをいう。
　仮説２（参加者の類縁性）：「協同マーケティング（協会）
体制の有効性は、参加者の多様性の広がりとともに
向上する」。
　ここで理論的土台とされているのは資源依存論である。こ
れは、所有する資源が不足である事業者は、それを他事業
体と協同することによって確保しようとするという考え方にた
つもので（６１８にすでにみられる）、従って、協同の場である協
働体は、参加者が多様であることが必要になる。これも実証
的研究で立証されている。
　仮説３（ガバナンスの方法）　「協同マーケティング（協
会）体制のガバナンスは、それがフォー マル（タイ
ト）なものである方が、有効性は高い」。
　これは協働、すなわちコラボレーションの運営において規
律の強い方が、それが弱いインフォー マル的なものが多いも
のよりも　協働の有効性が高いことをいうものである。一般
には後者の規律の弱い方が有効性は高いと考えられがちで
あることをくつがえすものである。パルマーは、過去の経験
からみても、ガバナンスが弱いものでは結局、参加者になん
の成果もなしに、単なるおしゃべり会（	
）になって
しまっているとし、成果を達成するには強いリー ダーシップが
必須であると力説している。この仮説も立証されている。
　この仮説は、仮説１の参加者間の結束強化の主張と一体
のものであるが、前述のように、１９９５年の論考にすでにみら
れるものであり、１９９８年の論考でも「地方的ツ リーズム・マー
ケティング（協会）体制は、タイトなガバナンス方法をとったも
のの方が有効性は高い」（１８８）という形で提示され、強い注
目を浴びていたものである（２１３２１５）。パルマーの積極的
な主張の１つである。しかしこれは、コラボレーションのなか
でも前記のように結合・集合の緩いコラボレーションが前提で
あることが注意されるべきである。こうしたコラボレーションで
は、さらに統治が緩いような場合には、実効性は期待されな
いものとならざるをえない。
　仮説４（互酬性とリレーションシップ交換）：「協同マーケ
ティング（協会）体制は、参加者たちの利得と義務と
の相互互酬関係のレベルが高いほど、有効性が高
い」。
　これは、ソーシャル・キャピタル論などで人間の社会的相
互関係の原則の１つとして強調される、給付・反対給付の互
酬関係をいうものである。この仮説は、こうした互酬関係の、
少なくとも意識が高いほど、協働の有効性は高いことをいうも
のであるが、パルマーによると、この仮説は実証されなかっ
た（１５２）。
　この仮説が実証されなかったことは、ソーシャル・キャピタ
ル論の実効性をくつがえしかねないものである。パルマー自
身も、調査対象の協会では利他的に協会活動に奮闘してい
る者が多くあることは否定しがたい事実で、この実証的研究
 
	
 
の「量的分析で用いられた測定方法では、コラボレーション
参加者たちの間にある（量的分析が不可能な）社会的互酬
関係の複雑な実態を完全には説明できていない」恐れがあ
り、今後の研究を待つものであると認めている（１５２）。
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　以上において、現段階におけるコミュニティ基盤観光地コ
ラボレーションの大体の姿を提示できたものと思われる。最
後にこうした研究の問題点について、ペアース（	）
／モスカ ドー（	
）が指摘しているところを紹介し
（参照文献）、総括としておきたい。
　かれらはその立場を「ツーリズム・コミュニティ関係論」
（	
）、端的には「ツ リーズム・
コミュニティ論」とよんでいるが、１９９９年、それまでに公表さ
れたツ リーズム・コミュニティ関係およびそれのインパクトに関
係する各種の論文はじめレファレンス資料は、英語のものだ
けでも２６２点を数えることを紹介したうえで、これらの旧来の
研究を総括すると、次の３つの問題点が指摘されうるとして
いる（３４）。
　第１は、ツ リースト、ツ リーズム、コミュニティ等の重要用語
についての概念規定と分析方法について多くの問題があるこ
とである。例えば、ツ リーストないしツーリズムについて、１
つの観光地内の相違についての分析はなされているが、観
光地間の違い等には研究が進んでいない。特にコミュニティ
についての概念分析や概念規定は不充分で、多くの研究は
コミュニティを単に１つの地理的場所としているだけである。
少なくともコミュニティは、１つの相互に活動やコミュニケー
ションが行われているダイナミックなエンティティ（	

	


）ととらえられるべきも
のである。
　第２は、ツ リーズムのインパクトについて分析し論述する仕
方が不充分なことである。実証的研究などのアンケ トーにお
いてインパクトについて尋ねることがよく行われるが、アン
ケ トー回答者は単に質問事項について受動的に答えるだけ
のものが多く、アンケ トー回答者がさらに能動的積極的に自
分のコメントを述べたりできる形になっていないものや、アン
ケ トー処理上そうしたことに適正に配慮していないものが多
い。アンケ トー実施者が設けている枠から出るようなものとは
なっていない。
　第３は、観光（学）関係の分析・研究について理論が欠
如していることである。ペアース／モスカ ドーはこのことを観
光の無理論性（	
）とよんでいる。かれらは観光関
係の研究は、実態調査などと称して多くが事実の叙述や提
示にとどまっているが、確固とした理論的枠組みのもとに研
究を進めるようにしないと、進歩はないであろうといい、今日
の観光学分野では「優れた理論ほど必要なものはない」こと
を銘記すべきであると述べている。観光分野ではまだ本格
的な理論（方法論）が形成されていないという同様な発言
は、２００８年トライブ（	）も行っている（参照文献γ）。
　こうした見解に対して、フォー ルクナー（	
）は、
１９９１年、観光学的研究（）は一般的にはデシジョン
メー カーにとって理解しがたいもので、そうした研究は、観光
客増加に直接的かつ明確に資するものでない限り、デシジョ
ンメーカーにとって無用なものとなっていると述べている
（３００）。こうした主張に対してペアース／モスカ ドーは、有
名な社会学者、レヴィン（	）の「優れた理論ほど役
に立つものはない」という言葉で答えている。
　ちなみに、セントラル・フロリダ大学のピザム（	）
は、ホスピタリティ論についてであるが、旧来の他の学問分
野からの理論導入の段階（	）を終え、今やホスピタ
リティ論分野オリジナル理論等を作り出し、他の関連分野に
移出する段階（	

）になっていると特徴づけている（参照文献）。ツーリズム
分野とホスピタリティ分野とでは、この点に関してそれほど大
きな違いがあるのであろうか。
　なお、ペアース／モスカ ドーは、ツーリズム分野で有効な
理論として社会代表理論（	
	


	）を推
奨しているが、トライブは批判理論（	
）をよしと
している。この点については後日の課題とする。
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δ大橋昭一／奥田幸助／奥林康司『経営参加の思想―理論と役割
―』有斐閣、１９７９年
ε大橋昭一「観光地ライフサイクル論の進展過程―観光経営理論
のさらなる展開のために―」『和歌山大学観光学部設置記念論集』
所収、和歌山大学観光学部刊、２００９年３月
ζ大橋昭一「観光とソーシャル・キャピタル―観光地の戦略主体
形成のための基本的枠組みの研究―」『関西大学・商学論集』２００８
年１２月、第５３巻第５号
η大橋昭一「集合戦略からコラボレーション戦略へ―観光地の戦
略主体論の構築にむけて―」『和歌山大学・経済理論』２００９年３
月、第３４７号
θ大橋昭一「コラボレーション一般理論とコラボレーション優位
―観光経営理論の基礎概念の研究―」『関西大学・商学論集』２００９
年２月、第５３巻第６号
受付日　２００９年１月２９日
受理日　２００９年３月１２日
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